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野村総合研究所は、
新たな未来を創り出します。

NRI グループの企業理念は「未来創発」です。
変化が激しく先の予測がつかないこの時代。
社会をしっかりと見据えながら
確かな未来を切り拓いていきたい。
そのために、新しい価値を創造することで
世の中に貢献したいと私たちは願っています。
NRI グループは「未来社会創発企業」として
あくなき挑戦を続けていきます。

NRIグループの取組みを紹介するページに配置されたアイコンについて

SDGs＊（持続可能な開発目標）の17ゴールのうちから、本文で紹介
したNRIグループの取組みが該当すると考えられるゴールを掲載
しています。

＊ SDGs：世界が抱える課題を解決するために、国連が定めた2016年か
ら2030年までの世界共通の目標。目標の達成に向けて、国連加盟各
国の政府、地方自治体、企業、NPO・NGOはもとより、国民一人ひと
りの参画と協力が期待されている。
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　野村総合研究所（NRI）は、「新しい社会のパラ
ダイムを洞察し、その実現を担う」「お客様の信頼
を得て、お客様とともに栄える」という企業理念の
もと、「未来社会創発企業」を目指し、持続可能な
社会の発展に貢献してまいります。

　2019年5月1日、平成から令和に改元されました。
　令和の時代は、新しいテクノロジーへの期待が高
まると同時に、経営戦略としてのサステナビリティ
（社会の持続可能性）の視点が重要な時代になると
考えています。
　世界では気候変動問題、貧富の格差、人権問題、
食糧問題、難民問題など多くの社会課題が顕在化
しています。また、日本を含む先進国では少子高齢
化が進んでいます。新しいテクノロジーはこのような
社会課題を解決するものとして期待されています。

ごあいさつ

株式会社野村総合研究所
代表取締役会長兼社長
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　新しい時代に、企業は、利益重視オンリーの経
営から、社会課題を捉え、事業の中で解決していく
経営に変わっていくこと、すなわち、経済価値だけ
でなく社会価値を生み出すことが求められています。

　NRIは、お客様が事業の中で社会課題を解決し
ていくことを支援し、社会価値をお客様と共創して
いく企業になっていきたいと考えています。
　そのような想いから、NRIは、国連グローバルコ
ンパクト（UNGC）、気候関連財務情報開示タスク
フォース（TCFD）などに賛同し、参加を表明してい
ます。

　「NRIグループ中期経営計画（2019-2022）」で
は「価値共創を通じた社会課題の解決」をうたい、 

「新たな価値創造を通じた活力ある未来社会の共

創」 「社会資源の有効活用を通じた最適社会の共
創」「社会インフラの高度化を通じた安全安心社会
の共創」の3つの社会価値の共創を中核に事業を
推進していくことを定めました。

　今後とも社会に信頼され、その期待に応えていく
ために、私たち自身も変化しながら、新しいテクノ
ロジーの潮流を先取りし、未来社会における課題
解決に繋がる事業を推進することで、持続可能な
未来社会づくりに貢献し、社会的責任を果たしてま
いります。

　また、国内外の多様なステークホ
ルダーの声に対し真摯に耳を傾け、
自らの行動を律していく所存です。
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NRIグループは、持続的な企業価値の向上を目指して、ビジョン･ステートメ
ント“Share the Next Values!”のもと、2015 年 4月に長期経営ビジョン

「Vision2022」（2015 年度 -2022年度）をスタートさせました。

2019 年度は「Vision2022」の折り返し年にあたり、令和の時代の幕開け
とともに後半 4カ年が始まります。「Vision2022」の実現に向けて、「NRI
グループ中期経営計画（2019-2022）」（以下「中期経営計画2022」）を策定し
ましたので、その内容を紹介します。

特集

NRIグループ 中期経営計画（2019-2022）と
サステナビリティ経営
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「中期経営計画2022」
でめざす姿

「中期経営計画2022」では、2022
年度の営業利益1,000 億円、海外
売上高1,000 億円などの財務目標
を設定しました。また、成長戦略と
連動した非財務目標「持続的成長
に向けた重要課題」に加えて、CSV

（Creating Shared Value:共通価値

の創造）への取組みを「価値共創を
通じた社会課題の解決」として新た
に明示しました。
NRIグループの企業理念「未来創
発」は、イノベーションによって未
来を切り拓き、社会課題の解決に
貢献するという姿勢を示していま
す。1965 年の創業から54 年間、

この考え方に変わりはありません。
「未来創発」という理念に基づく
Vision2022ビジョンステートメン
ト「Share the Next Values!」は、
CSVの考え方にも共通する概念で
す。
社会課題の解決によって持続可能
な未来社会づくりに貢献することで、
NRIグループ自身も持続的に成長
していこうと考えています。

価値共創を通じた
社会課題の解決

「価値共創を通じた社会課題の解
決」においては、「NRIらしい3つ
の社会価値」を定義しました。3つ
の社会価値：「活力ある未来社会

の共創」「最適社会の共創」「安全
安心社会の共創」で、NRIグループ
の事業との関連性を整理し、経営
のPDCA（計画 -実行 -分析・検証 -

改善のサイクル）に組み込んでモニタ
リングを行います。

新たな価値創造を通じた
活力ある未来社会の共創
─ 未来に向けて新たな価値が次々と生み出

され、すべての生活者がそれらを享受で
きる、豊かで快適な社会をめざす

ビジネスプロセスのデジタル化に
向けたニーズはますます高まってい
ます。ビジネスモデルの変革「デジ
タルトランスフォーメーション（DX）」
に取組み、DX1.0（既存ビジネスの

効率化・高度化などのプロセス変革
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に寄与するDX）はもちろんのこと、
DX2.0（デジタルで新たなビジネスモ

デルそのものを生み出すDX）を強力
に支援します。お客様のDXパート
ナーとして継続的に事業を拡大し

ていきます。
また、コンサルティング事業など
を通じて社会・制度の提言を行っ
ていきます。

社会資源の有効活用を通じた
最適社会の共創
─ 大切な社会資源（人財･モノ･カネ･知的

資産）を有効活用する力強い産業を育み、
あらゆるひとが暮らしやすい社会をめざす

ビジネスプロセスを最適化し、日
本の金融サービスを支えて「所有
から利用へ」の流れをけん引しま
す。ASP（Applicat ion Ser v ice 

Provider：ビジネス用のアプリケー

ション・ソフトウェアを、インターネット

を介して複数の顧客に提供する事業者

やサービス、ビジネスモデル）によって
最小限のリソースで最大限のアウト
プットを引き出す産業構造への転
換期に、NRIは共同利用型サービ
スを提供して貢献します。業種の
垣根を越えて、企業の社会資源を

特集
NRIグループ 中期経営計画（2019-2022）とサステナビリティ経営

企業理念「未来創発」

NRIグループのサステナビリティ経営

NRIグループのサステナビリティ経営とめざす姿

NRIグループの持続的成長 持続可能な未来社会づくり

地球環境保全のための
負荷低減

社会からの信頼を高める
法令遵守・リスク管理

多様なプロフェッショナルが
挑戦する場の実現

社会のライフラインとしての
情報システムの管理

新たな価値創造を通じた
活力ある未来社会の共創

価値共創を通じた社会課題の解決（CSVへの取組み）

持続的成長に向けた重要課題

社会資源の有効活用を通じた
最適社会の共創

社会インフラの高度化を通じた
安全安心社会の共創

+
【Vision2022財務目標】

連結営業利益 1,000 億円

連結営業利益率 14％以上

海外売上高 1,000 億円

ROE 14％
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無駄なく有効活用できるビジネス
基盤を共創します。

社会インフラの高度化を通じた
安全安心社会の共創
─ 情報システムをはじめとする社会インフ

ラの守りを固め、事故や災害等にも強い、
安全安心な社会をめざす

ITインフラやクラウド環境の一元
化・最適化を担い、高度な情報セ
キュリティサービスやデータセン
ターにおける安定したサービス運用
を提供します。
また、コンサルティング事業を通じ
て、防災、減災、復興支援などの領
域で、政府や自治体と安全安心な
社会インフラを共創します。

「中期経営計画2022」
における成長戦略

いま、国内企業の多くで、DXの有
効性や必要性を認識しながらも着

手できない、取り組んだが成果が
得られないといった状況が見られ
ます。これは既存事業との利益相
反やIT人材不足が要因だと思われ
ます。

NRIらしい3つの社会価値 NRIグループの活動の例

新たな価値創造を通じた
活力ある未来社会の共創

未来に向けて新たな価値
が次々と生み出され、すべ
ての生活者がそれらを享
受できる、豊かで快適な
社会をめざす

● ビジネスモデル変革
・DXコンサル、アナリティクス
・D2C、金融デジタル事業
・異業種間連携、新規参入支援

● 社会・制度提言、情報発信など

社会資源の有効活用を通じた
最適社会の共創

大切な社会資源（人財・
モノ・カネ・知的資産）を
有効活用する力強い産業
を育み、あらゆるひとが暮
らしやすい社会をめざす

● ビジネスプロセス変革
・戦略 / 業務/システムコンサル

● ASP によるリソース削減
・ビジネスプラットフォーム
（STAR、BESTWAYなど）

社会インフラの高度化を通じた
安全安心社会の共創

情報システムをはじめとす
る社会インフラの守りを
固め、事故や災害等にも
強い、安全安心な社会を
めざす

● ITインフラ変革
・セキュリティ事業
・クラウド、マネージドサービス

● 安定サービス運用
● 防災・減災政策提言・復興支援など

NRIらしい3つの社会価値

7



産業界全体においては、ITシステム
の老朽化が深刻化し、将来的に競
争力の低迷、人材の枯渇、事業機
会の逸失に至る「2025年の崖」の
到来も懸念されます。

「中期経営計画2022」では、以下
の3テーマを成長戦略として設定し、

お客様とのさらなる価値共創をめ
ざします。

1. DX戦略
テクノロジーを活用した顧客の
ビジネスモデル、プロセス変革

お客様のビジネスプロセスやビジ

特集
NRIグループ 中期経営計画（2019-2022）とサステナビリティ経営

ネスモデルの変革において、戦略
策定からソリューションの実装まで
総合的に支援します。コンソリュー
ションⓇ（NRIグループの独自のサービ

ス形態。企画・構想段階からコンサル

ティングとITソリューションが顧客と並

走し、仮説検証を繰り返しながらビジ

ネスを創出するモデル）で、お客様の
価値共創パートナーとして貢献し
ます。
具体的には、NRIグループの強み
を活かし、リアルな顧客体験とデー
タ分析を融合させたソリューション
の提供、高品質なビジネスプラット
フォームの構築、アズ・ア・サービス

（as a Service）型の新たなビジネス
の展開などをサポートします。
また、ビジネスプラットフォーム戦略
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として、高品質な共同利用型サービ
スやデジタルアセット対応のサービ
スなど、NRIグループのコアビジネ
スを拡大させるとともに、業界構造
の変化に合わせた新たなビジネスプ
ラットフォームを提案し、新事業創
出や新市場進出をサポートします。
さらに、クラウド戦略として、レガ
シーシステムのモダナイゼーション

（長期間稼動してきたITシステムの刷

新）をベースに、多様化するシステ
ム基盤からアプリケーション開発
まで総合的にサポートします。

2. グローバル戦略
豪州・北米での外部成長を軸に、
事業基盤を拡大

豪 州と 北 米を 注 力 地 域 として、

M&Aなどによる外部成長を軸に
事業基盤の拡大を進めます。豪州
では、2016 年にグループ会 社と
なったASGとの相乗効果を高める
ことで、豪州におけるITソリューショ
ンベンダーとしての地位確立をめざ
します。北米では、デジタル領域に
おける高付加価値なIP（知的資産）

を獲得することを通じて事業拡大
を行います。M&Aの投資規模は、
2019 年度から2022年度までの4
年間で500 億円以上を想定してい
ます。

3. 人材・リソース戦略
成長戦略を支える人材・リソースの
拡充・高度化

DXなどデジタル時代を支え、勝ち

抜くことができる人材の採用と、育
成を強化します。特に、ビジネスデ
ザイナーやデータサイエンティスト
などのスペシャリストの採用拡大と
戦略的な育成を行います。NRI単
体だけでも、2019 年度から2022
年度までの4 年間で、1,000人以
上の増員を計画しています。また、
ダイバーシティ、多様な働き方の実
現を通じた社員のさらなる活躍促
進もめざします。

以上を通じて、NRIグループの持
続的成長と持続可能な未来社会
づくりを両立させる「サステナビリ
ティ経営」を推進していきます。
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NRI代表取締役会長兼社長 此本臣吾による基調講演「デジタルが変える産業の未来」1010



NRIは、企業理念「未来創発」に基づき、社内外の専門家･有識者による、日
本や世界の未来の姿を考えるためのビジネスフォーラム「未来創発フォーラ
ム」を、毎年秋に開催しています。2017年からの3年間は「デジタルが拓く近
未来」を共通テーマに掲げ、日本や世界のあるべき姿や企業経営の方向性を
議論しています。

2017年は、米国の著名な文明評論家であり経済評論家でもあるジェレミー・
リフキン氏と、地方創生、金融業、製造業がどう変わるかについて考えました。
2018 年は、スイスのビジネススクール、国際経営開発研究所のマイケル・ウェ
イド教授と、DX＊が通信・メディア、製造、交通、不動産の各分野に与える影響
について考えました。

3年間のシリーズの最終年となる2019年は、社会・産業のデジタル化に向け
た提言を行う予定です。NRIグループは、こうした提言活動を通して、より多
くの皆様とともに活力ある未来社会を創っていきたいと考えています。

より多くの皆様と、問題意識や知見を共有し、　
活力ある未来社会を共創していきたいと考えています

DXによる大転換期を、ともに好機とするために
活力ある未来社会の共創

＊ DX（D i g i t a l T ra n s -
formation）：デジタル技
術を駆使し、企業のビジ
ネスモデルや経営、業務
プロセスを変革すること、
ひいては産業や社会の
あり方にも変革をもたら
すこと

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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日本航空㈱「どこかにマイル」ウェブサイト 写真・画像提供：日本航空（株）12



サービス提供者にとっても利用者にとっても
真に価値あるサービスを生み出します

お客様との「共創」で、新しい価値を創造
活力ある未来社会の共創

往復6,000マイルで日本の“どこか”に行ける国内線特典航空券サービス、日
本航空㈱（JAL）の「どこかにマイル」。2016年12月のサービス開始以来、人
気を集めています。通常の特典航空券に必要なマイルの半分以下でサービスが
受けられるうえ、行き先はおまかせという、旅のわくわく感、偶然性を味わえま
す。対象となる発着路線も拡大し、充実したサービスを提供しています。

このサービスは、構想段階からシステム開発までJALとNRIが「共創」する形
で生まれました。航空会社にとっては空席の活用、地域にとっては閑散期の旅
行者誘致や地域活性化、ひいては地方創生の一助にもなるなど、多様な価値
を生み出しています。サービスの提供者と利用者、双方にメリットのあるシステ
ムが評価され、2018年度のグッドデザイン賞を受賞しました。

また、JALとNRIは、2019年2月、共同出資会社「JALデジタルエクスペリエ
ンス㈱」を設立しました。最先端のデジタルマーケティング技術を駆使し、豊
かな体験や新たなライフスタイルを提案する新サービスを創出していきます。

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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バランスのとれた食事でリフレッシュする大学生14



学生にも、保護者にも、大学生協にも
喜んでいただけるしくみを提供しています

生活を安心で、便利で、豊かなものに
最適社会の共創

大学生協は、コンビニ、書店、食堂などの運営によって、学生や教職員の生活
を支えています。NRIネットコム㈱は1991年の設立当初から、そうした大学
生協の会計・基幹システムを構築・運用する事業に携わってきました。

ミールカードは、1年分の前払い方式で、手持ち現金を気にすることなく1日の
利用上限額まで生協食堂を利用できるサービスです。また、利用履歴には摂
取した栄養価情報も表示され、学生本人だけでなく、希望があれば保護者も
確認できるため、食育支援・学生の元気を見守ることに貢献しています。

食堂やコンビニでは、顧客応対時間を増やすため、セルフレジによる省人化、
小型タブレットPOSを活用した業務効率化を推進しています。また、画像認
識技術を活用したPOSレジの自動化も予定しており、人的資源の再配置の促
進とレジスピードのさらなる向上を目指しています。

NRIネットコム㈱は今後も大学生協とともに、組合員の生活を支援していきます。

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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オーストラリア最大の都市  シドニー1616



NRI グ ル ー プ「ASG」 は、 オ ー ス ト ラ リ ア 統 計 局 の
新たな基幹業務システムを構築しました

グローバルで展開する、DX＊のビジネスプロセス変革
最適社会の共創

2016 年からNRIグループの一員となった、オーストラリアのASG Group 
Limited（以下ASG）は、官公庁や民間企業に対して統合基幹業務システム
や経営データ分析など、IT分野のソリューションとコンサルティングを提供して
います。人口や産業などに関する情報収集と発表を行う政府機関「オースト
ラリア統計局」では、経年によって既存システムが老朽化し、データの管理方
法に多くの課題を抱えていました。古くなったアプリケーションが数多くあり、
システムとプロセスが相互連携していないためにデータ処理が分断される、運
用コストがかさむなどの問題です。

そこでASGは、2016 年 4月、オーストラリア統計局の基幹業務システムを刷
新し、データの互換性を確保した新たなソリューションを構築しました。これ
により、ビッグデータの活用や高度な分析、一貫性のある詳細な統計情報の
生成が可能になり、より付加価値の高いサービスや情報ソリューションを提供
できるようになりました。

＊ DX（D i g i t a l T ra n s -
formation）：デジタル技
術を駆使し、企業のビジ
ネスモデルや経営、業務
プロセスを変革すること、
ひいては産業や社会の
あり方にも変革をもたら
すこと

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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自宅にいながら各種手続きが可能に1818



金融・事業会社・公共分野を支える社会のプラットフォームで、
業務の効率化を支援します

IT 活用で、暮らしやすい社会をつくる
最適社会の共創

NRIは、重要な社会インフラの一つとなったマイナンバーに関連するサービス
を、企業や組織・団体に提供しています。

「e-BANGO」は、マイナンバーを安全に保管・管理するサービスです。金融機
関向けとして重厚、堅牢に設計・開発されていますが、金融機関ばかりでなく、
流通業や製造業、不動産業、病院、学校、地方公共団体など、国内の170を
超える企業や組織に利用されています。特に地方公共団体には、2018 年 4
月から、総合行政ネットワーク（LGWAN）経由で安価で提供し、マイナンバー
などの重要情報を管理するインフラとして活用されています。

また、「e-NINSHO」は、総務大臣に認定された公的個人認証サービスを中
心として、ネット社会における本人確認を幅広く実現するサービスです。

NRIは、利用者のリスク軽減を図るだけでなく、デジタル社会のデジタル・ガ
バメント構想における民間側の推進役として、これからも積極的に取り組んで
いきます。

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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カスタマーセンターのイメージ（この写真はソニー生命保険㈱のカスタマーセンターのものではありません）20



クラウド環境でのシステム基盤構築で、
運用負荷の軽減と、セキュリティの確保を実現します

金融分野でも、安全安心な ITインフラを提供
安全安心社会の共創

いま、金融分野でも、ITインフラにパブリッククラウドを導入する企業が増え
ています。ソニー生命保険㈱は、「Microsoft Azure（アジュール）」を使い、
顧客からの電話対応などでオペレーターが使用するカスタマーセンターのシス
テムを2018 年5月に刷新しました。
NRIはこれまで、ソニー生命保険㈱の契約管理システムなどの基幹システム構
築をはじめ、商品対応などを支援してきました。Azureの基盤導入にあたっ
ては、システム設計・開発から運用環境整備まで一貫して携わりました。
クラウド上のカスタマーセンターシステム導入によって運用負荷は軽減され、運
用コストの削減が実現しました。また、クラウドの継続的なリスク評価にNRI
の金融機関向けクラウドリスク管理支援サービスを適用。FISC＊が定める安全
対策基準についてNRIが評価代行を行い、顧客情報を安全かつ継続的に管理
できるようになりました。
NRIグループは、ナビゲーションとソリューションの提供を通じて、お客様のビジ
ネスのさらなる拡大を支援するとともに、安全安心な社会の共創に貢献します。

＊ 金融情報システムセンター

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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電波の届きにくいところでも安全で快適な業務が可能22



「端末にデータを残さない」から
「端末からデータを出さない」業務 IT 環境をつくります

リモートワークを、快適かつ安全に
安全安心社会の共創

働き方改革の高まりやワークライフバランスの多様化によって、「いつでも」「ど
こでも」 必要な人材が必要なだけ業務を行う効率性が求められています。そ
のような流れのなか、オフィスと同じように業務を行えるIT環境の整備や、業
務でクラウドサービスなどを利用する場合の利便性とセキュリティの両立が課
題となっています。

NRIセキュアテクノロジーズ㈱は、「端末からデータを出さない」というコンセ
プトで、リモートワーク向けセキュリティソリューション「ビズリモ！」を提供し
ています。これは、オフィス外でネットワーク接続が一時的にできない状況下
でも、端末にデータを保持し、作業が可能で、なおかつセキュアなIT環境を実
現します。もちろん、端末からの情報漏えいの抑止、重要情報のアップロード
規制などの、高度なセキュリティ機能を備えています。

NRIグループは、多様な働き方に対応した、快適で安全なIT環境づくりに、よ
り一層努力していきます。

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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総合連動点検の様子（左端がNRI代表取締役会長兼社長の此本）24



提供する IT サービスの安全安心のため、データセンターの
徹底した点検活動とともに、訓練を重ねて運営を鍛え上げます

便利で豊かな暮らしと社会を支える
安全安心社会の共創

情報化が進んだ現代では、多くの情報システムが 24 時間365日動き、人々
の暮らしや社会を便利で豊かにしています。そうした社会インフラとなる情
報システムが動くNRIのデータセンターは、免震構造を持った堅牢な建物で
あるとともに、異なる変電所からの電力引き込みに加えて、自家発電設備を
備えるなど、二重三重のバックアップを持った高度な専用施設です。

データセンターが安全安心であり続けるために、一つひとつの設備やそれら
を制御する機能が非常時に適正に稼動するよう、徹底した点検活動を実施し
ています。さらに、運営に携わる者全員が、災害や不測の事態はいつ何時で
も起きるとの認識のもと、万一の事態においても迅速で適切な対応ができる
よう、日々の運営を通じてその能力を維持向上させていくことが重要です。

NRIのデータセンターでは、停電の際に設備が正しく動作することを確認す
る総合連動点検のほか、大規模障害の発生を想定し、社内組織や各担当者
が適切に対応できることを確認するための大規模障害運用訓練を含め、年間
約 4,500 回以上の運用訓練を日々積み重ねています。

活力ある未来社会の共創

最適社会の共創 安全安心社会の共創
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テレプレゼンスロボットと、実証実験に参加してくださった生徒のお二人26



ロボットを活用して「バーチャルクラスルーム」を作り出し、
新しい教育の場を創出します

すべての子どもたちに、充実した教育の機会を
グローバル

NRIグループが事業展開している豪州では、その広大な国土から、日本とは異
なる社会課題が発生しています。「ディスタンス」と呼ばれる、学校に通えない、
病院に通えない、広大な農地の管理が難しい、といった問題です。
住まいが地理的に隔絶しているなど、教育を受ける機会が限られている生徒の
ために遠隔教育学校が整備されており、現在2万～2万5千人が利用しています。
しかし、教師が生徒の状態や理解度、学習環境を把握することは難しく、生徒
も他の生徒と話したり遊んだりすることが困難な状況にあります。

NRIはこの遠隔教育分野において、教師と生徒がFace to Faceでコミュニケー
ションできる、テレプレゼンスロボットと呼ばれる可動式ロボットを使い、いく
つもの学校や遠隔地の生徒が住む家庭をつないで「バーチャルクラスルーム」
を作り出す実証実験を行いました。これにより、ロボット活用による教育の
質の向上や、遠隔地に住む生徒も積極的に学校生活を送れることが確認され、
デジタルを活用した社会課題の解決に一定の成果が得られました。
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「NRI学生小論文コンテスト2018」の受賞者および審査委員
特別審査委員の池上彰さん（名城大学教授・東京工業大学特命教授、前列右端）、最相葉月さん（ノンフィクションライター、前列左端）28



若い人たちが未来に目を向け、何をすべきかを考え、
熱い思いを語れる場を提供しています

日本と世界の未来を支える、若い世代を応援
人づくり支援

NRIグループでは、2006 年から毎年、「NRI学生小論文コンテスト」を開催し
ています。このコンテストは「未来創発」を企業理念に掲げるNRIが、これか
らの社会を担う若い人たちに、未来に目を向け、自分たちが何をすべきかを考
え、社会に広く発表する場を持っていただきたいとの思いから、継続して開催
しているものです。2017年度からは、最終審査にプレゼンテーションを追加
し、直接その熱い思いをうかがっています。

13回目となる2018 年度のコンテストでは、「2030 年の未来社会を創るイノ
ベーションとは─世界に示す日本の底力！」をテーマに論文を募集しました。
さまざまな問題を抱える課題先進国の日本だからこそできる、日本や世界の
新しい時代を切り拓く、オリジナリティあふれる提案が多数集まりました。
NRIグループは、これからも次世代社会を担う人づくりを支援していきます。

29



NRIグループ初のESG説明会3030



国内外の多様なステークホルダーが求める声に耳を傾け、
NRI グループのサステナビリティ経営に反映していきます

多様なステークホルダーの声に耳を傾ける
ステークホルダーとの関係づくり

NRIは、2012年からサステナビリティに関する有識者とのダイアログを毎年
実施しています。2017年からは海外の有識者とのダイアログも開始。2018
年 8月には、国際的なESG評価機関のRobecoSAM、SDGsの推進組織の
WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）と対話しました。

2019年1月に、事業のサプライチェーンを構成するパートナー企業17社との
サステナビリティ・ダイアログも行いました。

2019年2月に、メディア、機関投資家、専門家など集めて、NRIグループのサ
ステナビリティ経営を説明するESG説明会を初めて実施しました。参加者か
らは、NRIグループに対する期待と要望など、多くの意見をいただきました。

NRIグループは、多様なステークホルダーとの対話を通して、社会の要請や
NRIグループの課題を把握し、経営に反映させていく努力を続けていきます。
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参加しているイニシアチブ

UNGC（国連グローバル・コンパクト）

各企業・団体が責任ある創造的なリーダーシップを
発揮することによって、社会の良き一員
として行動し、持続可能な成長を実現
するための世界的な枠組み作りに参加
する自発的な取組みです。

JCI（気候変動イニシアティブ）

気候変動対策に積極的に取り組む企業や自治体、
団体、NGOなど、国家政府以外の多様な主体の
情報発信や意見交換を強化するためのネットワー
クです。

WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）

経済界からの「持続可能な開発」についての見解を
提言することを目的として、環境保全と経済発展に
関する国際的関心と必要
な行動を促すため、1995
年に創設されました。

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）

世界経済の安定を図るための国際組織である金融
安定理事会のもと組成されたTCFDの最終提言へ
の支持を表明しました。

NRIは、サステナビリティに関するイニシアチブに積極的に参加しています。イニシアチブが提唱する原則や目標
へのコミットメントを表明し、経営や事業の変革に取り組んでいます。
2018 年度には、WBCSDとJCIに加盟し、TCFDとRE100に賛同しました。
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55%削減
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環境目標の設定
NRIグループは、2030 年度までに温室効果ガスを
2013年度比で55％削減、データセンターの再生可能
エネルギー利用率36％、SBT水準の環境目標を設定
するサプライヤー70％以上を目標とし、2018 年9月
にSBTiの認定を受けています。さらに2050年度には、
全ての消費電力を再生可能エネルギー由来のものにす
ることを目標としています。

Science Based Targets initiative（SBTi）

世界の平均気温の上昇を「2℃未満」に抑えるため
に、企業に対して科
学的な知見と整合し
た削減目標を設定す
るよう求めるイニシ
アチブです。

RE100（Renewable Electricity 100%）

事業活動によって生じる環境負荷を低減させるた
めに設立された環境イニシアチブ。事業運営に必
要な電力を100%再生可能エネルギーによるもの
で賄うことを目標として
います。

「2℃未満」の達成に向けた
排出量水準モデル

33



社名 株式会社野村総合研究所

英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.

連結売上高 5,012億円（2019年3月期）

時価総額 1兆2,638億円

連結従業員数 12,578人

数字で見るサステナビリティトピックス

温室効果ガス排出量

38％削減
2018 年度実績（2013 年度比）

2030 年度目標

55％削減
CO2

海外拠点従業員数

3,574人
海外拠点従業員比率

28.4％

環境マネジメントシステムのカバー率

92.9％
（2018 年度）

NRIではISO14001と独自
のNRI-EMSを併用してい
ます。

92％

＊ここに挙げた数値で、明示のないものは、すべて2019 年3月末時点でのものです。34



育児休業取得後の復職率
（男女合計）

97.2％
（2018 年度）

育児休業取得者数は261名で
うち194 名が男性社員です。

年次有給休暇取得率

71.3％
（2018 年度）

各事業所で社員一人ひとりが
ワークライフバランスを推進す
る自立型施策を続けています。

女性管理職数と女性比率

202名 7.1％
（2019 年 4月1日現在）

女性活躍推進法にもとづく行動計画
を策定し、2022年度末までに管理
職に占める女性社員の比率を8.5%
以上にする目標を掲げています。

2018 年度被災地への復興支援寄付金
平成 30 年 7月豪雨災害義援金寄付額

561.7万円
熊本地震義援金寄付額

296.0万円
東日本大震災復興支援金寄付額

800.0万円
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外部からの評価
─ ESG 株式指数の構成銘柄への採用

2018 年の世界のESG投資額は、約3,400兆円にのぼります。
NRIは、代表的なESG株式指数の構成銘柄に採用されています。

Dow Jones Sustainability World Index
Dow Jones Sustainability Asia Pacifi c Index
World Indexには、2018年に初採用されました。
Asia Pacifi c Indexには、2016 年から3 年連
続で、採用されて
います。

FTSE４Good Developed Index
2006年から13年連続で、採用
されています。

MSCI ESG Leaders Indexes*
Global Sustainability Indexesから改称され
た指数です。2016年から3年連続で、採用されて
います。

なでしこ銘柄
経済産業省と東京証券取引所が、女性活躍推進
に優れた上場企業を選定
しています。2016年から
3年連続で、選定されてい
ます。

36



年金積立管理運用独立行政法人（GPIF）が国内株式を対象として選定している4つのESG株式指数の
すべてに、それら指数がGPIFに選定された当初から、NRIは構成銘柄に採用されています。

MSCI ジャパン ESG セレクト・リーダーズ指数*
2017年7月から2年連続で、採用されています。

MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）*
2017年7月から2年連続で、採用されています。

S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数
2018年9月に採用されました。

＊ THE INCLUSION OF Nomura Research Institute, Ltd IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A 
SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF Nomura Research Institute, Ltd BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI 
AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

FTSE Blossom Japan Index
2017年7月から2年連続で、
採用されています。
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外部からの評価
─中央省庁などによる認定

えるぼし最高位（3段階目）

厚生労働大臣から、女性活躍推進法に基づく取組
み状況が優良な企業として、NRI
は2017年1月に認定されています。

健康経営優良法人（ホワイト500）

官民連携組織である日本健康会議から、特に優良
な健康経営を実践している大
企業として、NRIは2017年2
月以来、3年連続で認定され
ています。

くるみん
厚生労働大臣から、次世代育成支援対策推進法
に基づき、計画に定めた目標を達成し、一定の基
準を満たした「子育てサポート企
業」として、2007年より継続して
認定されています。

プラチナくるみん
くるみん認定企業のうち、相当程度両立支援の制
度の導入や利用が進み、高い水準
の取組みを行っている企業として、
2018年に認定されています。
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─民間団体などからの表彰

第21回 日経アニュアルリポートアウォード　特別賞
日本経済新聞社クロスメディア営業局が主催し、日本公認
会計士協会が後援する「第21回 日経アニュアルリポート
アウォード」において、NRIの「統合レポート2018」が特
別賞を受賞しました。これは、取組みが簡潔にまとめられ
ていること、進捗状況を評価しやすい財務・ESGデータの
開示が行われていることなどの点が評価されたものです。

FinTech Rankings　世界第９位
IDC Financial Insightsが毎年発表する、金融ITサー
ビス企業の世界ランキングです。NRIは、2018 年に第9
位に選ばれ、9年連続でトップ10入りを果たしました。
なお、IDC Financial Insightsは、金融機関やIT業界の
リーダーに向けて、経験豊富なアナリストが、銀行、保険、
証券、投資業務のビジネスやIT戦略のための調査やコン
サルティングサービスを提供するグローバル金融サービス
企業です。

The FTF News Technology Innovation
Awards 2018

Best Artificial Intelligence (A.I.) Initiative賞
この賞の受賞企業の選定や表彰は、金融関連の専門メディ
アであるFinancial Technologies Forumが主宰して
います。金融テクノロジー会社、サービスプロバイダーお
よび監査機関を対象に、この1年間の功績をたたえること
を目的としています。NRIの、2017年におけるAIを用い
た実証実験やソリューション導入の実績が高く評価されま
した。

2018 Frost & Sullivan
Best Practices Awards

2018 Japan Managed Security Service Provider
of the Year Award

NRIセキュアテクノロジーズ㈱は、マ
ネージドセキュリティサービス部門に
おける最高位の表彰を、昨年に引き
続き2年連続で受賞しました。
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NRIヨーロッパ
brierley europe

カッター・アソシエイツ・ヨーロッパ

北京智明

NRI北京

NRI上海

NRI 香港

NRI APAC
NRI シンガポール

NRI インドネシア

NRIインド
NVANTAGE
NRI FT India

NRIソウル

NRI台湾

NRIシンガポール マニラ支店

NRIアメリカ
NRIホールディングス・アメリカ

NRI ITソリューションズ・アメリカ

NRI北京 上海支店

NRI上海 北京支店

モスクワ支店

NRI北京 大連支店
NRI大連

大連智明

brierley+partners

NRI ITソリューションズ・アメリカ パシフィック支店

NRI セキュアテクノロジーズ 北米支社
brierley+partners ロサンゼルス支店

カッター・アソシエイツ
日本智明

brierley japan
NRI

NRIタイ

NRIヨーロッパ ルクセンブルク支店

北京智明 成都支店

吉林智明

NRIオーストラリア
ASGシドニーオフィス

ASGブリスベンオフィス

ASGキャンベラオフィス

ASGアデレードオフィス
ASGメルボルンオフィス

ASG

グローバルネットワーク
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サステナビリティブック2019  編集方針

野村総合研究所は、NRIグループのサステナビリティ（企業の社会
的責任を含む）に関わる取組みをステークホルダーの皆様に理解し
ていただくとともに、社内外とのコミュニケーションを図り、取組み
の向上につなげていくことを目的として、2005 年度からサステナ
ビリティに関連した報告書を発行しています。 

2017年度からはサステナビリティ関連の活動や実績について、「サ
ステナビリティブック」と、インターネット上で公開する情報、および

「統合レポート」で公開しています。

「サステナビリティブック2019」は、ステークホルダーの皆様にとっ
て関心の高い内容や、NRIグループがお伝えしたい内容を、親しみ
やすく、読みやすくまとめるよう努めました。一方、インターネット
上では、「ESG Databook」をはじめ、社会の持続的発展のため
にNRIグループが行っているサステナビリティに関連した取組みな
どについて、年間を通じて発信しています。

統合レポート
https://www.nri.com/jp/ir/report

ESG Databook
https://www.nri.com/jp/sustainability/library/back_number

対象組織 
NRIの活動報告を中心に、一部の項目ではNRIグループ全体やグ
ループ各社の活動について取り上げています。

｢サステナビリティブック」に関するお問い合わせ先

株式会社野村総合研究所　サステナビリティ推進室
E-mail：sustainability@nri.co.jp
〒100-0004　東京都千代田区大手町1-9-2
大手町フィナンシャルシティ グランキューブ
Te l：03-5877-7555　Fax：03-3243-7400

対象期間 
2018 年度（2018 年 4月1日～2019年3月31日）の取組みを中
心に、一部、過去の経緯や2019年 4月1日以降の活動、将来の活
動予定についても記載しています。

商標について
本冊子に記載されている社名・製品名などの固有名称は、各社の
商標または登録商標です。

免責事項
本冊子にはNRIグループの過去と現在の事実だけでなく、発行時
点において入手できた情報に基づいた計画や予測が含まれています。
諸与件の変化によって、将来の事業活動の結果や事象がこの計画
や予測とは異なったものとなる可能性があります。
なお、本文中の組織名・役職名などは活動や取材が行われた当時
のものです。
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印刷、および製本する際の電力量
の一部（4,000kwh）は自然エ
ネルギーでまかなわれています。

読みやすいユニバーサルデザイン
の文字を使用しています。

この象のオブジェは、横浜総合センター（横浜野村ビル）のエントランスに設
置しているチャリティーアートです。これは、Elephant Parade®という団体
が毎年、世界各地で展開しているチャリティ活動で販売されており、その収益
は絶滅危惧種であるアジア象の保護にあてられています。NRIは、2016 年
にこのチャリティに賛同し、このアートを国内で初めて購入しました。
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本レポートは、株式会社TBMが製造した
石灰石を主原料とする新素材LIMEX（ラ
イメックス）から作られています。
LIMEXは通常の印刷用紙と比較し、製
造過程で木を一切消費せず、水消費量を
99%（1トンあたり1,567m3）削減できます。

CO2は、印刷用紙と比べ27%（1トンあたり568kg）、ポリ
プロピレン製プラスチック製品と比較して37%（1トンあた
り707kg）削減できます。




